


















１ 気象庁 HP 各種データ・資料『世界の年平均気温偏差の経年変化（1891〜2019 年）』
 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html
 （最終閲覧：2020 年 2月23日）
２ 気象庁 HP『地球温暖化問題とは』
 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/chishiki_ondanka/p01.html
 （最終閲覧：2020 年 2月23日）
３　消防庁緊急企画室  （2018）平成 30 年度の熱中症による緊急搬送状況
 https://www.fdma.go.jp/publication/ugoki/items/3011_05.pdf
 （最終閲覧：2020 年 2月23日）
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『平成 30 年 7月の記録的な猛暑に地球温暖化が与えた影響と猛暑発生の将来見通し』
 http://www.nies.gp.jp/whatsnew/20190521-2/20190521-2.html
 （最終閲覧：2020 年 2月23日）
５　環境省 HP　2017年度（平成 29 年度）温室効果ガス排出量　2.1二酸化炭素排出量全体
 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghgmrv/emissions/results/JNGI2019_2 -1.pdf　 
（最終閲覧：2020 年 2月23日）
図１-１　二酸化炭素排出量の内訳






















































 （最終閲覧：2020 年 2月23日）
９ 松原小夜子（2013）『日常生活における10 代若者の「もったいない」意識と実際の行動』
p.155-165, 人間と生活環境 20（2）











人は 82 ％であったが、20 代では 68.9 ％と他の年代に比べて関心が低い。
（図 2-1）
図２-１　横浜市民の環境意識
出所：横浜市 HP「 2018 年度環境に関する市民意識調査」より筆者作成


















































































































回 収 は 79人（ 女 性 52、 男性
22、不明 5）で、年齢は40 代が




































































































２０ 森田せつ子（2000）『母子健康手帳―今昔―』健康文化 26 





 http://www.hands.or.jp/news/files/ ①日本の母子健康手帳のあゆみ .pdf










































































また、環境問題をはじめとする日常的な情報収集はWeb や SNS を活用し
ていても、育児に関する情報は家族や母子健康手帳、病院から収集すると
考えている学生が多いことがわかった。妊娠や育児といった個人差のある問
題については、Web や SNS 等の不特定多数の情報よりも、身近で信頼でき
る人や、公的機関、病院といった信頼できる情報源が必要とされる状況は、
当面、変わらないであろう。
母子健康手帳に環境に配慮した育児情報を記載することは、親となる人々
に環境にやさしいライフスタイルを促す絶好の機会である。地球温暖化や海
洋汚染、エネルギー資源の枯渇など、将来世代が危機感を持っている環境
問題に対し、育児を通じて解決に貢献できる方法があることを母子健康手帳
に掲載し、環境問題改善への道筋を示すことができる。健全な環境を維持
できる人間を育てる環境教育は、食育同様に生きる基盤である。母子健康
手帳による環境情報の提供は、親子が環境問題に関して正しい理解や望ま
しい習慣を身につけるための学習のきっかけとなりうると筆者は考える。
第５章　まとめ
5 - 1．総括
本稿で検証した結果を、本研究の仮説である「新しい家族の誕生を機に、
親は子どもが育つ未来の地球環境に配慮した行動を取る可能性が高まる」と
照らし合わせて以下の通り検証結果を述べる。
子育て世代へのアンケートで「出産を機に環境問題への関心に変化があっ
た」と回答した人は全体の７割を上回り、母子健康手帳に環境に配慮した育
児情報を掲載することに８割以上が賛成し、環境配慮行動を子どもに実践さ
せるために親が行動して見せることの有効性を８割が肯定していることから鑑
みると、出産を機に親が環境問題の改善に取り組む確率が高まることが証明
されたといえよう。
80
次に、「家庭で地球環境を意識した行動を教わった」と回答した学生のう
ち７割程度が「地球環境を意識」して暮らしていることもアンケートで明らか
になり、家庭での環境教育は子ども達に少なからず影響し、意識が受け継
がれることも立証された。
母子健康手帳については、すでに使用経験のある人たち、使ったことのな
い学生、双方の半数以上が信頼できる情報源と認識していることから、今
後も活用が見込める媒体であり、「母子健康手帳を活用した情報提供は、親
子の環境配慮行動の誘発に有効である」と言える。
5 - 2．今後の課題と展望
多くの人が「気候変動や地球温暖化」に危機を感じているにもかかわらず、
取り組んでいる環境配慮行動は現在の生活レベルを維持しながら出来る範
囲のものが大半である。今後、母子健康手帳に環境に配慮した育児情報が
記載されることになれば、負担を問わず環境に良い選択をすることが当たり
前になるよう、情報の精査と効果の検証が必要になる。
